
令和３年度　　

国民健康保険料率 （案）



（単位:円)

予算額
基盤安定額
（軽減分）

収納率(見込) 保険料需要額

476,223,000 84,542,000 609,527,174

250,237,000 43,953,000 319,771,739

85,230,000 13,440,000 107,250,000

811,690,000 141,935,000 1,036,548,913

（単位:円)

所得割 均等割 平等割

50% 32% 18%

304,763,587 195,048,696 109,714,891

159,885,870 102,326,957 57,558,913

53,625,000 34,320,000 19,305,000

令和3年度
本算定時(見込)

令和２年度
本算定時

増減

一般 10,091人 10,786人 -695人

退職 0人 0人 0人

全体 10,091人 10,786人 -695人

一般 6,453世帯 6,701世帯 -248世帯

退職 0世帯 0世帯 0世帯

全体 6,453世帯 6,701世帯 -248世帯

一般 3,029人 3,232人 -203人

退職 0人 0人 0人

全体 3,029人 3,232人 -203人

一般 2,591世帯 2,733世帯 -142世帯

退職 0世帯 0世帯 0世帯

全体 2,591世帯 2,733世帯 -142世帯

介護分

被保険者数

世帯数

医療分

後期高齢者
支援金分

被保険者数

世帯数

介護分

保　　険　　料　　需　　要　　額

被 保 険 者 数 ・ 世 帯 数

保　　険　　料　　按　　分　　率

医療分

後期高齢者支援金分

介護分

合計

92.0%

条例上

医療分

後期高齢者支援金分

 



令和３年度 料率（案）

所得割率 均等割額 平等割額

5.10% 20,500円 20,000円

前年比 -0.10% -1,500円 -700円

2.70% 10,500円 10,000円

前年比 0.00% -800円 -1,000円

2.20% 11,000円 7,200円

前年比 0.10% -300円 -100円

令和２年度 料率

所得割率 均等割額 平等割額

5.20% 22,000円 20,700円

2.70% 11,300円 11,000円

2.10% 11,300円 7,300円

標準保険料率

所得割率 均等割額 平等割額

5.77% 25,343円 24,064円

2.35% 9,601円 9,117円

2.36% 12,611円 8,022円

支援分

介護分

介護分

料　　率　　（案）　　比　　較

後期高齢者支援金分

介護分

医療分

医療分

支援分

医療分

 



(歳入） （歳出）

3,325,444,000円 保険給付費 3,282,715,000円

基盤安定繰入金（支援分） 74,323,000円 事業費納付金 1,346,077,000円

職員給与費等繰入金 72,960,000円 保健事業費 66,045,000円

出産育児一時金繰入金 11,200,000円 その他歳出 85,507,000円

財政安定化支援事業繰入金 14,142,000円 計（b） 4,780,344,000円

その他繰入金 26,475,000円

250,000,000円

52,175,000円

3,826,719,000円

953,625,000円

医療分 560,765,000円

支援金分 294,190,000円

介護分 98,670,000円

基金繰入金

その他歳入

一般会計
繰入金

内訳

保険料算定基礎額の求め方

計（a）

県支出金

保険料算定基礎額（b-a）



歳出 歳入

「医療分の算出イメージ」

「収納見込額と需要額の比較」

　　　※特定世帯：同一世帯に属する国民健康保険の加入者が、後期高齢者医療制度に該当して
　　　　　　　　　　　移行したために、国民健康保険の加入者が１人になってしまった世帯

－ ＝

÷ ＝

＝

＝

＝

×

保険料収納見込額（医療分）
（ア）+（イ）+（ウ） ＞

保険料需要額（医療分）

654,192,494円 609,527,174円

×

平等割の総額
－

特定世帯(※)に関する
軽減額

平等割の収納見込額(ウ)

129,060,000円 9,035,000円 120,025,000円
＝

加入世帯数
×

平等割の金額 平等割の総額

6,453世帯 20,000円 129,060,000円
＝

被保険者数
×

均等割の金額 均等割の収納見込額(イ)

10,091人 20,500円 206,865,500円
＝

所得割の総額
－

限度超過額 所得割の収納見込額(ア)

347,172,904円 19,870,910円 327,301,994円
＝

平等割の最低需要額

１８／１００ 186,578,804円

加入者の所得総額
×

所得割の料率 所得割の総額

6,807,311,836円 347,172,904円
＝

5.10%

平等割の按分率

1,036,548,913円 ３２／１００ 331,695,652円
×

所得割の按分率 所得割の最低需要額

保険料需要額 均等割の按分率 均等割の最低需要額

５０／１００ 518,274,457円

保険料算定基礎額 収納率の見込み 保険料需要額

953,625,000円 92.0% 1,036,548,913円

納付金など支払わなければ
ならない金額

国や県の負担金,繰入金等
保険料以外の収入金額

保険料算定基礎額

4,780,344,000円 3,826,719,000円 953,625,000円

料率の決め方の基本的な仕組み（医療分）



歳出 歳入

「支援金分の算出イメージ」

「収納見込額と需要額の比較」

　　　※特定世帯：同一世帯に属する国民健康保険の加入者が、後期高齢者医療制度に該当して
　　　　　　　　　　　移行したために、国民健康保険の加入者が１人になってしまった世帯

－ ＝

÷ ＝

＝

＝

＝

×

保険料収納見込額（支援金分）

（ア）+（イ）+（ウ） ＞
保険料需要額（支援金分）

328,869,039円 319,771,739円

×

平等割の総額
－

特定世帯(※)に関する
軽減額

平等割の収納見込額(ウ)

64,530,000円 4,518,000円 60,012,000円
＝

加入世帯数
×

平等割の金額 平等割の総額

6,453世帯 10,000円 64,530,000円
＝

被保険者数
×

均等割の金額 均等割の収納見込額(イ)

10,091人 10,500円 105,955,500円
＝

所得割の総額
－

限度超過額 所得割の収納見込額(ア)

183,797,420円 20,895,881円 162,901,539円
＝

平等割の最低需要額

１８／１００ 186,578,804円

加入者の所得総額
×

所得割の料率 所得割の総額

6,807,311,836円 183,797,420円
＝

2.70%

平等割の按分率

1,036,548,913円 ３２／１００ 331,695,652円
×

所得割の按分率 所得割の最低需要額

保険料需要額 均等割の按分率 均等割の最低需要額

５０／１００ 518,274,457円

保険料算定基礎額 収納率の見込み 保険料需要額

953,625,000円 92.0% 1,036,548,913円

納付金など支払わなければ
ならない金額

国や県の負担金,繰入金等
保険料以外の収入金額

保険料算定基礎額

4,780,344,000円 3,826,719,000円 953,625,000円

料率の決め方の基本的な仕組み（支援金分）



歳出 歳入

「介護分の算出イメージ」

「収納見込額と需要額の比較」

　　　※特定世帯：同一世帯に属する国民健康保険の加入者が、後期高齢者医療制度に該当して
　　　　　　　　　　　移行したために、国民健康保険の加入者が１人になってしまった世帯

保険料収納見込額（介護分）
（ア）+（イ）+（ウ） ＜

保険料需要額（介護分）

103,903,176円 107,250,000円

平等割の総額
－

特定世帯(※)に関する
軽減額 ＝

平等割の収納見込額(ウ)

18,655,200円 0円 18,655,200円

加入世帯数
×

平等割の金額
＝

平等割の総額

2,591世帯 7,200円 18,655,200円

被保険者数
×

均等割の金額
＝

均等割の収納見込額(イ)

3,029人 11,000円 33,319,000円

所得割の総額
－

限度超過額
＝

所得割の収納見込額(ア)

57,542,837円 5,613,861円 51,928,976円

加入者の所得総額
×

所得割の料率
＝

所得割の総額

2,615,583,485円 2.20% 57,542,837円

×
平等割の按分率

＝
平等割の最低需要額

１８／１００ 186,578,804円

保険料需要額
×

均等割の按分率
＝

均等割の最低需要額

1,036,548,913円 ３２／１００ 331,695,652円

×
所得割の按分率

＝
所得割の最低需要額

５０／１００ 518,274,457円

保険料算定基礎額
÷

収納率の見込み
＝

保険料需要額

953,625,000円 92.0% 1,036,548,913円

納付金など支払わなければ
ならない金額 －

国や県の負担金,繰入金等
保険料以外の収入金額 ＝

保険料算定基礎額

4,780,344,000円 3,826,719,000円 953,625,000円

料率の決め方の基本的な仕組み（介護分）



歳出 歳入

 [内訳]

（参考）医療分の算出イメージ

「収納見込額と需要額の比較」

保険料算定基礎額（医療分）

保険料算定基礎額（介護分）

560,765,000円

98,670,000円

※特定世帯：同一世帯に属する国民健康保険の加入者が、後期高齢者医療
　　　　　　　制度に該当して移行したために、国民健康保険の加入者が１人に
　　　　　　　なってしまった世帯

保険料算定基礎額（支援金分）
÷

収納率の見込み
＝

保険料需要額（支援金分）

294,190,000円 92.0% 319,771,739円

129,060,000円

平等割の総額
特定世帯(※)に関する

軽減額
平等割の収納見込額(ウ)

×

－

＝

＝

保険料収納見込額（医療分）
（ア）+（イ）+（ウ）

654,192,494円

保険料収納見込額（支援金分）

÷
収納率の見込み

＝
保険料需要額（医療分）

92.0% 609,527,174円

÷
収納率の見込み

＝
保険料需要額（介護分）

92.0% 107,250,000円

保険料需要額（医療分）

609,527,174円

保険料需要額（支援金分）

＞

129,060,000円 9,035,000円 120,025,000円

6,453世帯 20,000円

319,771,739円

保険料需要額（介護分）

107,250,000円

保険料需要額（合計）

1,036,548,913円

328,869,039円

保険料収納見込額（介護分）

103,903,176円

保険料収納見込額（合計）

1,086,964,708円

＞

＜

＞

10,091人 20,500円 206,865,500円

加入世帯数 平等割の金額 平等割の総額

347,172,904円 19,870,910円 327,301,994円

被保険者数 均等割の金額 均等割の収納見込額(イ)

－

×

＝

＝

6,807,311,836円 5.10% 347,172,904円

所得割の総額 限度超過額 所得割の収納見込額(ア)

加入者の所得総額 所得割の料率 所得割の総額
× ＝

納付金など支払わなければ
ならない金額(b)

国や県の負担金,繰入金等
保険料以外の収入金額(a)

保険料算定基礎額(b-a)

953,625,000円 92.0% 1,036,548,913円

4,780,344,000円 3,826,719,000円 953,625,000円

保険料算定基礎額 収納率の見込み 保険料需要額

－ ＝

÷ ＝

料率の決め方の基本的な仕組み



令和２年度

給与収入 3,700,000円 医療分 217,380円

給与所得 2,520,000円 支援金分 112,630円

世帯人数 4人 介護分 73,790円 前年比

（介護該当） 2人 合計 403,800円 -11,600円

令和２年度

給与収入 2,090,000円 医療分 101,240円

給与所得 1,381,600円 支援金分 52,570円

世帯人数 2人 介護分 34,860円 前年比

（介護該当） 1人 合計 188,670円 -5,360円

令和２年度

給与収入 1,500,000円 医療分 59,390円

給与所得 950,000円 支援金分 30,840円

世帯人数 2人 介護分 20,220円 前年比

（介護該当） 1人 合計 110,450円 -3,350円

令和２年度

給与収入 970,000円 医療分 12,810円

給与所得 420,000円 支援金分 6,690円

世帯人数 1人 介護分 5,580円 前年比

（介護該当） 1人 合計 25,080円 -1,320円

ケース２：２人世帯（夫婦）　２割軽減該当

ケース３：２人世帯（夫婦）　５割軽減該当

ケース４：１人世帯　７割軽減該当

国民健康保険料試算（ケース別）

75,180円

392,200円

令和３年度

97,330円

50,490円

35,490円

183,310円

令和３年度

57,020円

29,540円

20,540円

ケース１：４人世帯（夫婦、子２人）　妻、子２人は扶養

令和３年度

208,590円

108,430円

23,760円

107,100円

令和３年度

12,150円

6,150円

5,460円



本算定時(見込)

一般 10,091人

退職 0人

全体 10,091人

一般 6,453世帯

退職 0世帯 医療・支援

全体 6,453世帯 介護

一般 3,029人

退職 0人

全体 3,029人 医療分

一般 2,591世帯 支援金分

退職 0世帯 介護分

全体 2,591世帯 計

所得割率 均等割額 平等割額 所得割率 均等割額 平等割額

医療分 5.20% 22,000円 20,700円 医療分 5.10% 20,500円 20,000円

支援分 2.70% 11,300円 11,000円 支援分 2.70% 10,500円 10,000円

介護分 2.10% 11,300円 7,300円 介護分 2.20% 11,000円 7,200円

令和２年料率での収納見込み額 令和３年料率での収納見込み額

所得割額 均等割額 平等割額 所得割額 均等割額 平等割額

医療分 328,139,660 205,795,854 123,825,972 医療分 321,829,282 191,764,319 119,638,620

支援金分 170,380,208 105,704,234 65,801,241 支援金分 170,380,208 98,220,749 59,819,310

介護分 50,917,564 105,704,234 43,668,096 介護分 53,342,210 102,897,927 43,069,903

計 549,437,431 417,204,322 233,295,309 計 545,551,699 392,882,994 222,527,833

令和２年料率での需要差額 令和３年料率での需要差額

2年見込み合計 需要差額 3年見込み合計 需要差額

医療分 657,761,485 52,836,997 医療分 633,232,220 28,307,732

支援金分 341,885,683 24,528,617 支援金分 328,420,266 11,063,200

介護分 200,289,894 93,849,765 介護分 199,310,040 92,869,911

計 1,199,937,063 171,215,380 計 1,160,962,526 132,240,843

令和２年度料率 令和３年度料率

317,357,066

604,924,488
介護分

被保険者数

世帯数 106,440,129

1,028,721,683

　令和３年度需要額

料率を下げなかった場合の比較

医療分

後期高齢者
支援金分

令和３年度被保険者数・世帯数

被保険者数

世帯数

　課税標準額

6,807,311,836

2,615,583,485



保険料
(円）

前年比
（％）

前年比
（％）

令和元年度 10,920 6,709 639,633,280 58,574 104.71 103.90

令和２年度 10,377 6,429 628,396,392 60,557 103.39 102.52

令和３年度 10,091 6,453 578,422,493 57,321 94.66 91.70

保険料
(円）

前年比
（％）

前年比
（％）

令和元年度 10,920 6,709 319,724,570 29,279 103.77 102.96

令和２年度 10,377 6,429 313,982,840 30,258 103.34 102.48

令和３年度 10,091 6,453 290,329,158 28,771 95.09 92.12

保険料
(円）

前年比
（％）

前年比
（％）

令和元年度 3,189 2,674 89,176,100 27,964 92.89 92.65

令和２年度 3,011 2,571 89,895,702 29,856 106.77 104.85

令和３年度 3,029 2,591 91,525,823 30,217 101.21 101.03

保険料
(円）

前年比
（％）

前年比
（％）

令和元年度 10,920 6,709 1,048,533,950 115,817 101.37 101.32

令和２年度 10,377 6,429 1,032,274,934 120,671 104.19 102.95

令和３年度 10,091 6,453 960,277,474 116,309 96.39 93.61

年　度
被保険者数

（人）
世帯数
（世帯）

保険料調定
見込額
（円)

１人当たり

年　度
被保険者数

（人）
世帯数
（世帯）

保険料調定
見込額
（円)

１人当たり

年　度
被保険者数

（人）
世帯数
（世帯）

保険料調定
見込額
（円)

１人当たり

医療分

年　度
被保険者数

（人）
世帯数
（世帯）

保険料調定
見込額
（円)

１人当たり １世帯当たり

参考資料３

保険料
(円）

１人当たり保険料等推移

95,340

97,744

89,636

保険料
(円）

47,656

後期高齢者支援金分
１世帯当たり

48,839

44,991

保険料
(円）

33,349

34,965

介護分
１世帯当たり

35,325

保険料
(円）

176,345

181,548

169,952

医療分＋後期高齢者支援金分+介護納付金分

１世帯当たり



 

 

 

寒川町国民健康保険条例の一部を改正する条例の 

一部改正について 



[令和３年２月４日付け、神奈川県通知メール添付文書] 

 

（現条例に附則として追加する場合のモデル） 

●●●市町村国民健康保険条例の一部を改正する条例案 

 

第●●条第 1 項の規定中「（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第

31 号）附則第１条の２に規定する新型コロナウイルス感染症に感染した」を「（新型コロ

ナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和二年一月に、

中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報

告されたものに限る。）であるものに限る。以下、同じ。）に感染した」とする。 

 

改正理由 

 新型インフルエンザ等特別措置法等の一部を改正する法律（令和 3 年法律   号）

により、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31号）第 1条の２が削

除されたことから、同条項にあった新型コロナウイルス感染症にかかる規定を、条文上に

明記する必要が生じたため。 

 

附則 この条例は、公布の日から施行し、新型インフルエンザ等特別措置法等の一部を改

正する法律（令和 3 年法律   号）の施行日から適用する。 

 

（参考） 改正後の条文（削除した部分を明示） 

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止にむけた臨時的な措置を実施するため） 

●●●市町村国民健康保険条例（昭和 33年条例第●●●号）の一部を次のように改正する。 

附則●●条の次に次の３条を加える。 

 

（保険給付の特例） 

第●●条 第●●条に定める規定にかかわらず、次条以降に定めるところにより、国民健康

保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 58 条第２項に規定する傷病手当金を支給する。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金） 

第●●条 給与等（所得税法（昭和 40年法律第 33 号）第 28 条第 1項に規定する俸給、給

料、賃金、歳費及び賞与並びにこれらの性質を有する給与等をいい、賞与（健康保険法第

3 条第６項に規定する賞与）を除く。以下同じ。）の支払を受けている被保険者が療養の

ため労務に服することができないとき（新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロ

ナウイルス属のコロナウイルス（令和二年一月に、中華人民共和国から世界保健機関に対

して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限

る。以下、同じ。）新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31号）附則

第１条の２に規定する新型コロナウイルス感染症に感染したとき又は発熱等の症状があ

り当該感染症の感染が疑われるときに限る。）は、その労務に服することができなくなっ

た日から起算して３日を経過した日からその労務に服することができない期間のうち労

務に服することを予定していた日について、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し、



傷病手当金を支給する。 

２ 傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する月の前月を含む

直近の継続した３月間の給与等の収入の額の合計額を就労日数で除した額（その額に、５

円未満の端数があるときは、これを切り捨て、５円以上 10 円未満の端数があるときは、

これを 10 円に切り上げるものとする。）の３分の２に相当する額（その額に、50 銭未満

の端数があるときは、これを切り捨て、50 銭以上１円未満の端数があるときはこれを１

円に切り上げるものとする。）とする。ただし、健康保険法第 40条第 1項に規定する標準

報酬月額等級のうちの最高等級の標準報酬月額の 30 分の１に相当する額（その額に、５

円未満の端数があるときはこれを切り捨て、５円以上 10 円未満の端数があるときはこれ

を 10 円に切り上げるものとする。）の３分の２に相当する金額（その額に、50 銭未満の

端数があるときはこれを切り捨て、50 銭以上１円未満の端数があるときはこれを１円に

切り上げるものとする。）を超えるときは、その額とする。 

３ 傷病手当金の支給期間は、その支給を始めた日から起算して１年６月を超えないもの

とする。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金と給与等の調整） 

第●●条 前条第１項の期間において、給与等の全部又は一部の支払を受けることができ

る者に対しては、これを受けることができる期間は、傷病手当金を支給しない。ただし、

その一部の支払を受けることができる給与等の額が、前条第２項の規定により算定され

る額より少ないときは、その差額を支給する。 

２ 前条第１項及び前項ただし書の規定にかかわらず、傷病手当金の支給は、同一の事由に

つき、健康保険法、船員保険法、国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法又は高

齢者の医療の確保に関する法律の規定によって、これに相当する給付を受けることがで

きる場合には、行わない。 

 

※ 以下は市町村により選択することも可。 

３ 前条第１項の期間において、同一の事由につき、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）

第 76 条の規定による休業補償若しくは労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）

の規定による休業補償給付及び休業給付を受けることができる者、又はこれらの法令以

外の法令により国若しくは地方公共団体の負担において給与等の補償に関する給付を受

けることができる者に対しては、これを受けることができる期間は、傷病手当金を支給し

ない。ただし、その受けることができる額が、前条第２項の規定により算定される額より

少ないときは、その差額を支給する。 

 

附則  

この条例は、公布の日から施行し、傷病手当金の支給を始める日が令和２年１月１日から

規則で定める日までの間に属する場合に適用することとする。 

 

附則 

 この条例は、公布の日から施行し、新型インフルエンザ等特別措置法等の一部を改正する

法律（令和 3 年法律   号）の施行日から適用する。 



[令和３年３月３１日付け、神奈川県通知メール添付文書] ※今回の変更部分のみ 

 

（現条例に附則として追加する場合のモデル） 

 

 

（省略） 

 

 

附則  

この条例は、公布の日から施行し、傷病手当金の支給を始める日が新型コロナウイルス感染症に感

染したとき又は発熱等の症状があり当該感染症の感染が疑われる日が令和２年１月１日から規則で定

める日までの間に属する場合に適用することとする。 

附則 

 この条例は、公布の日から施行し、新型インフルエンザ等特別措置法等の一部を改正する法律（令

和 3年法律   号）の施行日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



※１

支給開始日(発熱等から三日後)

　　支給対象期間(6月30日が終期) ※２

改正前 ※２

「傷病手当金の支給を始める日が
　令和２年１月１日から規則で定める日までの間に属する場合に適用」

　　⇒上記事例だと該当しない。

改正後
「新型コロナウイルス感染症に感染したとき又は ※１

　発熱等の症状があり当該感染症の感染が疑われる日が
　令和２年１月１日から規則で定める日までの間に属する場合に適用」

　　⇒上記事例でも該当する。

7/1

傷病手当金支給対象事例解説図

★
発熱

6/28 6/29 6/30

休業等無給期間



 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民健康保険料の

減免取扱要綱の一部改正について 



財政支援変更点

②要件修正

減免総額/調整対象需要額 財政支援割合

3%以上 減免総額の10分の8相当額

1.5%以上3%未満 減免総額の10分の4相当額

1.5%未満 減免総額の10分の2相当額

前年の合計所得金額 減額又は減免の割合

300万円以下 全部

400万円以下 10分の8

550万円以下 10分の6

750万円以下 10分の4

1000万円以下 10分の2

※ただし、令和3年3月31日までに納期限が到来する保

険料については全額交付対象

④減免割合の基準額変更

現　行 新

財政調整交付金（特別調整交付金）　　　10分の4

③財政支援の方法と割合

財政調整交付金（特別調整交付金）のみ

割合については、調整対象需要額に対する減免総額

の割合による

➀対象保険料の変更

令和元年度及び令和2年度の保険料であり、令和2年2月

1日から令和3年3月31日までに納期限が到来する保険料

（普通徴収）

特別徴収は、支払日が上記期間に設定されているもの

令和3年度の保険料であり、令和3年4月1日から令和4年

3月31日までに納期限が到来する保険料（普通徴収）

特別徴収は、支払日が上記期間に設定されているもの

令和2年度相当分の保険料であり、令和3年4月1日以降

に納期限が到来するもの（例：3月国保加入者等）

変更なし

下記のすべての条件に該当する世帯

ⅰ　世帯の主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少

額が前年の当該事業収入等の10分の3以上であること

ⅱ　世帯の主たる生計維持者の前年の地方税法第314条の2第

1項に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに国民健康保

険法施行令第27条の2第1項に規定する他の所得と区別して計

算される所得の金額の合計額が1000万円以下であること

ⅲ　減少することが見込まれる世帯の主たる生計維持者の事

業収入等に係る所得以外の前年の所得の合計額が400万円以

下であること

国民健康保険災害等臨時特例補助金    　   10分の6

変更なし



令和 2年度コロナ減免実績

令和 2年度分（令和 3年 3月31日時点） 令和 2年度調整対象需要額

人数 41人 需要額 1,070,533,981円

減免額 7,151,610円

令和 2年度実績で国財政支援額を試算

減 免 額 7,151,610円

需 要 額 1,070,533,981円

財 政 支 援 割 合 減免額の10分の2

交 付 予 定 額 1,430,000円

町 支 出 額 5,721,610円

（参考）

需要額 減免総額/需要額 財政支援割合 必要減免額

3％以上 32,116,020円以上

3%未満 32,116,020円未満

1.5%以上 16,058,010円以上

1.5%未満 1円以上10分の2

1,070,533,981円

需 要 額 に 対 す る

減 免 総 額 の 割 合
0.668041382%

7,151,610

1,070,533,981

（7,151,610 × 0.2）

（7,151,610 ー 1,430,000）

10分の8

10分の4

10分の4

×100



資料３

（参考）

他市町村状況

市町村 担当 実施 例規整備

愛川町 高齢介護課　介護保険班 実施予定 条例改正不要、要領改正（4月予定）

茅ヶ崎市 高齢福祉介護課　保険料担当 実施⇒検討へ 規則改正（4月は難しい）

葉山町 福祉課 実施予定 要綱改正（4月予定）

横浜市 実施しない方向（茅ヶ崎市からの情報提供）

県への質疑

◦茅ヶ崎市からの情報提供

◦町⇒県問い合わせ

　Q）財政支援の割合判定について、当初調定等を用いての算定か。

　A）補助金の要綱等は明示されてないため、不明。最終的には実績額によるのではないか。

　Q）令和2年度遡及分の減免実施については各保険者の判断か。また、その分の財政支援について。

　A）各保険者の条例のとおり対応を。今回の情報では、令和3年度中の納期分のため、対象外と考える。

　周期の延長という捉え方

　⇒解釈の問題もあるが、財政支援対象外とみられるR2年度分の遡及減免対応について決めかねている。



 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民健康保険料の減免取扱要綱新旧対照表  

現行  改正案  

～略～  

(対 象世帯 ) 

第 2条  こ の要綱による減免の対象とな る

世帯は、次のいずれかに該当する世帯と

する。  

(1) (略 ) 

(2) 新 型コロナウイルス感染症の影響

により、主たる生計維持者の事業収

入、不動産収入、山林収入または給与

収入 (以下「事業収入等」という。 )

の減少が見込まれる世帯であって、次

に掲げるもの  

ア  世帯の主たる生計維持者の      

                 

                                

                    

                 

     事 業収入等のいずれかの

減少額 (保険金、損害賠 償等により

補填されるべき金額を控除した額 )

が前年の当該事業収入等の額の 10

分 の 3以上であること。  

 イ・ウ  (略 ) 

～ 略～  

(対 象賦課年度 ) 

～ 略～  

(対 象世帯 ) 

第 2条  こ の要綱による減免の対象となる

世帯は、次のいずれかに該当する世帯と

する。  

(1) (略 ) 

(2) 新 型コロナウイルス感染症の影響

により、主たる生計維持者の事業収

入、不動産収入、山林収入または給与

収入 (以下「事業収入等」という。 )

の減少が見込まれる世帯であって、次

に掲げるもの  

ア  世帯の主たる生計維持者の 当該

年 (減免の対象とする保険料の納期

が令和 3年 3月 31日 までのものは令

和 2年、令和 3年 4月 1日以降令和 4年 3

月 31日 までのものは令和 3年。以下、

同じ。 )の事業収入等のいずれかの

減少額 (保険金、損害賠償等により

補填されるべき金額を控除した額 )

が前年の当該事業収入等の額の 10

分 の 3以上であること。  

 イ・ウ  (略 ) 

～ 略～  

(対 象賦課年度 ) 

第 4条  減 免 の 対 象 と す る 国 民 健 康 保 険

料 は、 令和 2年 2月 1日 か ら令和 3年 3月 31

日 まで の間 に普 通徴収 の納 期限 (特 別徴

収 の 場 合 に あ っ て は 特 別 徴 収 対 象 年 金

給 付の 支払 日。 以下同 じ。 )が 到来 する

令 和元 年度 分 及 び令和 2年度分   の 国

民健康保険料とする。ただし、資格喪失

日 か ら 14日 以 内 に 加 入 手 続 き が 行 わ れ

な か っ た こ と に よ り 本 来 令 和 2年 1月 分

以 前の 国民 健康 保険料 の納 期限 が令 和 2

年 2月 1日 以後 に到来す ると きは、 令和 2

年 1月分 以前の 国民 健康 保険 料に つい て

は、減免の対象としない。  

～略～  

第 4条  減 免 の 対 象 と す る 国 民 健 康 保 険

料 は、 令和 2年 2月 1日 か ら 令和 4年 3月 31

日 まで の間 に普 通徴収 の納 期限 (特 別徴

収 の 場 合 に あ っ て は 特 別 徴 収 対 象 年 金

給 付の 支払 日。 以下同 じ。 )が 到来 する

令 和 元 年度 分 か ら令和 3年度分 まで の国

民健康保険料とする。ただし、資格喪失

日 か ら 14日 以 内 に 加 入 手 続 き が 行 わ れ

な か っ た こ と に よ り 本 来 令 和 2年 1月 分

以 前の 国民 健康 保険料 の納 期限 が令 和 2

年 2月 1日 以後 に到来す ると きは、 令和 2

年 1月分 以前の 国民 健康 保険 料に つい て

は、減免の対象としない。   

～ 略～  



 

  

   附  則  

こ の要綱は、令和  年  月  日から施行 し、

令和元年度 2月、 3月納期分、令和 2年度及

び令和 3年度の保険料において適用するこ

ととする。  

 


